2016年11月23日～24日
南スーダン、オスプレイ、GSOMIA、TPP、政局、核兵器廃絶、社説
南スーダン資料を一転公開　黒塗りは現地報道の情報

東京新聞2016年11月24日 朝刊

	 （上）政府が６月に黒塗りで開示した資料（中）今月には同じ資料を一転公開（下）政府が８月にまとめた資料。タイトルなどが変わっている
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　防衛省が今年六月、表題以外をすべて黒塗りにして開示した陸上自衛隊の南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に関する作成資料を今月公開し、内容が現地報道を基に反政府勢力の「支配地域」を示した地図だったことが分かった。現地で公になっている情報まで黒塗りにする姿勢に、野党は「こんなものまで隠すのか」と批判している。　（新開浩）

　黒塗り資料は六月、フリージャーナリストの情報公開請求に対して開示。共産党が今月、同じ資料を要求し、勢力図の地図が公開された。南スーダンＰＫＯ十次隊が今年五月に出発する直前、隊員の家族向けに開かれた説明会で使われた資料の一部。「反政府派支配地域」や「戦闘発生箇所」などが記載されている。

　共産党の井上哲士参院議員は資料提出を受け、最近の国会審議で取り上げ「なぜ（六月は）隠したのか」と質問。稲田朋美防衛相は「当時は南スーダン暫定政府が発足したばかりで、内容を公にすれば同国に不利益を与え、わが国との信頼関係が損なわれる恐れがあった」と指摘した。公開に切り替えた理由は、七月に首都ジュバで大統領派と反政府勢力との銃撃戦が発生し、二百七十人以上が死亡したため「情勢を可能な限り国民に説明すべきだと判断した」と述べた。

　一方、これまで稲田氏は国会答弁で、南スーダンでは「反政府勢力が支配を確立した領域はない。武力紛争の当事者が現れたとは認識していない」と説明。戦闘の発生を否定し、衝突が起きているとの考えを示してきた。

　だが、資料には「反政府派支配地域」や「戦闘発生箇所」の表現がある。防衛省として双方とも認定していると受け取れ、自身の答弁と矛盾するが、稲田氏は「現地報道の表現を引用した。不正確な記述だった」と述べ、資料が間違っていたとの見解を示した。

　防衛省は共産党に八月にまとめた資料も公開した。「反政府派支配地域」は「反政府派の活動が活発な地域」に、「戦闘発生箇所」を「衝突発生箇所」との表現に修正していた。

駆けつけ警護「法的根拠でリスク減」　稲田防衛相に聞く
朝日新聞デジタル聞き手・相原亮2016年11月24日03時00分
インタビューに応じる稲田朋美防衛相＝遠藤啓生撮影


　政府は今月、安全保障関連法に基づき、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）への派遣部隊に新任務「駆けつけ警護」を付与した。国内で賛否が割れる中、海外での自衛隊の活動内容を大きく広げた。政策決定に携わった稲田朋美防衛相に新任務付与の狙いなどを聞いた。
　――新任務付与の意味は。自衛隊員のリスクは増えませんか。
　平和安全法制（安保法制）のもとでの新たな一歩だ。自衛隊が参加するＰＫＯで、必要な訓練をし、助けられる人は助けるということになる。
　自衛隊がＰＫＯに参加するようになって四半世紀になるが、過去には自衛隊の活動場所近くで邦人が襲われることがあった。２００２年に東ティモールで、暴動に巻き込まれた邦人らを車で宿営地に移送したケースなどだ。だが当時は法的な根拠が明確ではなく、訓練もしていなかった。危険にさらされる「しわ寄せ」は、現場の自衛隊員に押しつけられる。
　付与を前に様々なケースを想定して訓練した。法的な根拠ができたことによって、現場の部隊長は自信を持って対応できるようになった。むしろリスク低減に資すると言える。
　――政府は新任務付与に関する基本的な考え方をまとめ、「他国の軍人を駆けつけ警護することは想定されない」と明記しました。他国から要請があっても断れますか。
　外国の軍隊は自分の身を自分で守る能力がある。それでも対応が難しい場合は、南スーダン政府の治安部隊や国連ＰＫＯの歩兵部隊が守る。自衛隊は施設部隊なので、他国軍を警護することは想定されない。対応できないものに対応して、自衛隊員を危険にさらすべきではない。その点は、現地の部隊長がしっかり判断できる。【続きあり】
駆けつけ警護「当たり前のことを」「慎重に」

読売新聞2016年11月23日 23時43分

　自民党の小野寺五典・元防衛相と民進党の大野元裕・元防衛政務官が２３日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊部隊に与えられた新任務「駆けつけ警護」などについて議論した。

　小野寺氏は駆けつけ警護について、「特別すごいことを付与するというより、ごく普通の当たり前のことを隊員にさせるということだ」と指摘。大野氏は、南スーダンの治安状況について、「事態が流動化している。現時点で撤収とは思わないが、慎重に見るべき時期になっている」と述べた。

米国退役軍人　反戦語る　「戦争ほど恐ろしいものはない」
毎日新聞2016年11月23日 14時31分(最終更新 11月23日 14時31分)
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「戦場では人間性が失われていった」と振り返るマイケル・ヘインズさん（右）。左は通訳のレイチェル・クラークさん＝横浜市中区の波止場会館で２０１６年１１月２１日、福永方人撮影
　米国の退役軍人らでつくる平和団体「ベテランズ・フォー・ピース（ＶＦＰ）」のメンバーが２１日、横浜市内で反戦平和をテーマに講演した。従軍経験や米軍のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事が進む沖縄県東村高江で抗議活動に参加した体験を紹介し、「戦争ほど恐ろしいものはない。平和の世界を構築しよう」と呼びかけた。 
　講演したのは「安保法制に反対する海外在住者の会」（ＯＶＥＲＳＥＡｓ）の招きで来日中の元海兵隊員、マイケル・ヘインズさん（４０）。２００３年に始まったイラク戦争では戦地に派遣された。 
　「テロなどの情報を基に一般家庭の襲撃を繰り返すうち、自分がやっていることこそテロだと思うようになった」といい、「イラク戦争後のイラクはもっと危険な国になってしまった。紛争を武力で抑え込むことはできない」と語った。 
　また、沖縄については「ほとんどの米国人は沖縄に多くの基地があることも、辺野古の海に新たな基地が造られようとしていることも知らない。もっと知らしめたい」。そして「平和を実現するには組織作りが重要だ」と訴えた。集まった約１５０人は熱心に聴き入っていた。【福永方人】 
オスプレイ飛行騒音測定結果　「幹線道路周辺」レベルも　川副、東与賀など
佐賀新聞2016年11月23日 14時14分 
	



	



	



　九州防衛局は２２日、８日に佐賀空港周辺などで実施した在沖縄米軍のオスプレイＭＶ２２によるデモフライト（試験飛行）の騒音測定結果を公表した。空港が立地する佐賀市川副町を中心に有明海上を含めた１０カ所の測定で、最大値は７５デシベルを記録した。飛行ルートや高度によって数値にばらつきがあり、生活音と区別できず数値が出せなかった地点もあった。
　試験飛行は、米軍機１機が悪天候時に柳川市や白石町上空を飛行するルートのほか、離着陸の基本経路は、空港の南側ルートと北側ルートを高度３００メートルと５００メートルで飛行。滑走路上でホバリングも行った。
　悪天候時の飛行経路では高度６００メートルから柳川方向、白石方向それぞれから滑走路へ降下し、白石町と佐賀空港の沖合３キロの地点で最大７５デシベルを記録。川副町小々森や柳川市大浜町でも７０デシベルを超える数値を観測し、東与賀でも最大６８デシベルとなった。７０デシベルは幹線道路周辺や鉄道の車内レベル。
　基本経路の空港南側ルートでは、高度３００メートルの場合に空港沖合３キロ地点で７２～７４デシベル、４キロ地点で５５～５８デシベルを観測。高度５００メートルの場合は沖合３キロで６１～６４デシベル、４キロで６０～６８デシベルだった。空港北側ルートは高度３００メートルで飛行し、川副町小々森で最大７１デシベルとなった。
　滑走路上のホバリングでは東与賀や川副町小々森で５２～６６デシベル、沖合３キロで７４デシベル、４キロで６４デシベルを記録した。
　一方で、川副町早津江ではどの飛行経路でも５０デシベルを下回り、生活音と区別できない程度の騒音にとどまったほか、大詫間や犬井道でも５６デシベル以下に収まった。
　佐賀県も独自に川副町内２地点で実施した測定結果を公表。犬井道では空港南側ルートを飛行した際に最大６０デシベル、大詫間は同じ経路を高度３００メートルで飛行した際に最大６７デシベルを記録した。試験飛行前後に離着陸した民航機（羽田便）の騒音は犬井道で５８デシベル、大詫間で６１デシベルだった。
しんぶん赤旗2016年11月24日(木)

オスプレイいらない　東京　横田基地配備阻止へ５０００人　小池氏あいさつ
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（写真）東京・横田基地にオスプレイを配備させるなと訴える集会参加者＝２３日、東京都福生市


　「日本のどこにもオスプレイはいらない」―。米軍のＣＶ２２オスプレイの東京・横田基地配備に反対する集会が２３日、福生市の多摩川中央公園で開かれました。５０００人が参加し、「オール東京」で配備阻止と基地撤去の実現をよびかけるアピールを採択。集会後、基地の近くまでアピール行進しました。

　主催は安保破棄東京実行委員会などで構成するオスプレイ反対東京連絡会。

　横田基地には米空軍の特殊作戦用のオスプレイ１０機が来年から配備されようとしています。主催者あいさつした東京地評議長の森田稔氏は、横田基地の機能強化の実態を告発し、配備阻止に向けて「幅広い団体と力を合わせオール東京のたたかいを追求していきたい」と述べました。

　日本共産党の小池晃書記局長が宮本徹衆院議員、山添拓参院議員とともに登壇し連帯あいさつしました。

　小池氏は、安倍政権が憲法違反の戦争法で「駆け付け警護」などの危険な任務を自衛隊に付与し南スーダン派兵を強行したことを厳しく批判。オスプレイの横田基地配備は沖縄や全国各地で強行される米軍基地の機能強化と一体のものであり、首都東京に米軍の特殊作戦の一大拠点がおかれると指摘しました。オスプレイは米議会も「欠陥」を認めざるをえず、横田に配備されようとしている空軍のオスプレイは海兵隊機よりも事故率が高いことも示し「基地固定化と殴り込み機能強化を許さない声を大きく上げよう｣と訴えました｡

　リレートークでは各地の運動や取り組みを交流しました。

　第２次横田基地公害訴訟団の代表は「米軍機の飛行回数は年間１万２千回に及び、１時間に２０回の飛行も常態化している」と基地被害の深刻さを告発。長野県佐久市からの参加者は、米軍機の山岳訓練も想定されているとして「ふるさとを侵略の訓練の場にさせたくない」と語りました。オスプレイの整備拠点が予定される自衛隊木更津駐屯地をかかえる千葉の代表は「日本の空にオスプレイはいらないの声を広げよう」と訴えました。

　沖縄選出の伊波洋一参院議員、沖縄県名護市の稲嶺進市長から連帯のメッセージが寄せられました。

しんぶん赤旗2016年11月24日(木)

平和願う９条の碑　静岡・藤枝　完成祝い式典開く
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（写真）「９条の碑」の完成を祝う人たち＝２３日、静岡県藤枝市


　憲法９条を守り、子々孫々の平和の願いを込めた「９条の碑（いしぶみ）」の完成を祝う式典が２３日、静岡県藤枝市で開かれました。各地から約８０人が集まりました。国連平和維持活動（ＰＫＯ）の任務に「駆け付け警護」が付与された自衛隊が南スーダン入りし、参加者は安倍政権に対する怒りを表明。「今日を新たな出発にしたい」と語り合いました。

　碑を制作した石彫家の杉村孝さん（７９）はあいさつで、「９条が変えられようとしている時に、どういう仕事をすべきか考えた。条文を石に刻んで孫子に残し、平和を守らなければならない」と語りました。

　「静岡『９条の碑』建設の会」が２０１４年から建立を呼びかけ、全国約６００人から募金が寄せられました。昨年８月にお披露目されましたが、設置場所は選定中でした。今回、仮設されていた杉村さんの工房に本設されました。

　碑は高さ約３メートル。上部の石は、「９」と母体の胎児をデザインしたといいます。式典で、碑のそばに、広島で被爆したアオギリの「３世」の苗木などが植樹されました。

日韓が軍事情報協定締結＝機密共有を迅速化－北朝鮮の脅威対抗


２３日、ソウルの韓国国防省で、軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名する韓民求国防相（右）と日本の長嶺安政駐韓大使（韓国国防省提供）
　【ソウル時事】日韓両政府は２３日、防衛機密の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）を締結、即日発効した。北朝鮮が核兵器や弾道ミサイルの開発を進める中、安全保障に関する機密情報の迅速な共有や保護の態勢を整え、日韓が北東アジアの安定を支える新たな一歩を踏み出す。両国間の防衛協力協定は初めて。
「北朝鮮政権終わらせる覚悟」＝核ミサイル発射なら－韓国大統領
　韓国では朴槿恵大統領の親友による国政介入事件で協定に反対する野党が政権への攻勢を強めている。世論の風当たりが強いＧＳＯＭＩＡ署名を押し切った朴氏への反発はさらに高まりそうだ。
　岸田文雄外相は２３日、署名について「（協定は）大変重要な意義を有している」と強調した。韓国国防省は「日本の情報を直接共有でき、北朝鮮の核・ミサイル情報の正確さや信頼が高まる」と説明した上で「（国民の）理解を得る努力を続けていく」とコメントを発表した。
　日米韓は２０１４年１２月、北朝鮮の核・ミサイル関連の情報を共有する覚書を締結。日韓は米国を通じて情報共有してきた。だが、協定締結で直接のやりとりが可能となり、情報共有の迅速化や質の向上につながる。
　協定では、日韓両政府が持つ防衛関連の映像や文書、技術などを「秘密軍事情報」と定義。両政府が交換した秘密軍事情報について、第三国の政府や個人への提供、目的外使用などを禁止したほか、両国の国内法に従い、相手国と同程度の秘密保護を義務付けた。
　ソウルの国防省では２３日午前、非公開で署名式が開かれ、韓国から韓民求国防相、日本から長嶺安政駐韓大使が出席した。
　日本はこれまでに、米国やインド、オーストラリア、北大西洋条約機構（ＮＡＴＯ）など７カ国・機関と情報保護協定を締結。韓国は、日本が３３カ国目の協定締結国となった。
　日韓のＧＳＯＭＩＡは１２年６月にも締結寸前までこぎ着けたが、「密室処理」と批判を受けた韓国政府が署名１時間前に延期を要請。土壇場で締結が先送りされた。だが、北朝鮮の脅威が高まる中、韓国政府は今年１０月２７日に協議再開を発表し、１カ月足らずで署名に至った。（時事通信2016/11/24-00:08）
日韓、軍事機密協定に署名　対北朝鮮、米交え連携強化

共同通信2016/11/23 18:38
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日韓軍事情報包括保護協定に署名、締結する長嶺安政駐韓大使（左）と韓国の韓民求国防相＝23日、ソウル（韓国国防省提供・共同）[image: image11.jpg]


日韓両政府の軍事情報包括保護協定の締結に反対し、韓国国防省前で抗議する人たち＝23日、ソウル（共同）

　【ソウル共同】日韓両政府は23日、安全保障分野の機密情報共有を可能にする軍事情報包括保護協定（GSOMIA）にソウルで署名、協定は同日発効した。これまで主に米国を介して共有してきた北朝鮮に関する軍事情報を直接やりとりすることが可能になる。日米韓3カ国の連携の前提となる日韓協力を強化、有事の迅速な対応につなげる狙いだ。

　岸田文雄外相は23日、宮城県松島町で記者団に「北朝鮮の核、ミサイルは今までと次元の異なる脅威だ。日韓間の円滑、迅速な情報交換を期待している」と述べた。

日韓、軍事情報協定を締結　防衛秘密の迅速な共有可能に 
日経新聞2016/11/23 11:00
　【ソウル＝峯岸博】日韓両政府は23日午前、両国で防衛秘密を共有できるようにする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名、締結した。核・ミサイル開発に突きすすむ北朝鮮に関する情報を直接やりとりし、迅速な共有と保護の態勢が整う。北東アジア地域での日米韓３カ国の緊密な連携につなげ、安全保障の強化を狙う。
　署名は非公開。ソウルの国防省での署名式には、日本から長嶺安政駐韓大使が、韓国から韓民求（ハン・ミング）国防相が出席した。安全保障分野でも日韓間の協力が前進する。
　協定が発効すれば、日本側は北朝鮮に地理的に近い韓国のレーダーサイトや偵察機による情報のほか、韓国が脱北者らを通じて人的に収集した秘密情報（ヒューミント）の提供を期待している。北朝鮮が潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）の開発を進めている状況下で、韓国側も北朝鮮の潜水艦を探知する日本の対潜哨戒機の能力や情報収集衛星の画像情報への評価が高い。
　両国は2012年にも同協定の締結を試みたが、韓国の国内手続きを公表せず「密室処理」との世論の批判を浴びた当時の李明博（イ・ミョンバク）政権が署名１時間前になって日本側に延期を要請し、締結が先送りされた経緯がある。
　今回も、友人の崔順実（チェ・スンシル）被告をめぐる事件で窮地に立つ朴槿恵（パク・クネ）大統領に対して韓国野党が日本との交渉中断を迫った。韓国政府は閣議決定に至る手続きを事前にすべて公表し、最後は北朝鮮核問題を最優先課題に位置づける朴政権が反対論を押しきった形だ。
　韓国野党は協定締結に反発し、韓国防相の解任を求める構えだ。
日韓が軍事情報協定を締結　ＧＳＯＭＩＡ、米国も歓迎
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2016年11月23日11時04分
　日韓両政府は２３日午前、日韓の防衛情報を共有する基礎となる「軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）」を締結した。ソウルの韓国国防省で、長嶺安政駐韓大使と韓民求（ハンミング）韓国国防相が署名した。２０１２年６月に韓国が直前に署名を延期したＧＳＯＭＩＡは、４年半を経て締結された。
　韓国側は当面、北朝鮮の核・ミサイル開発や軍事挑発に限って情報交換を進めたい考え。自衛隊の情報衛星やイージス艦、対潜哨戒機などが集める核開発やミサイル発射を巡る情報を得たい考えだ。
　日本側は在日米軍への物資補給や捜索救難、韓国に住む邦人の退避活動に必要な情報の提供を求めていくとみられる。
　また、来年１月に発足するトランプ米新政権は、在日米軍と在韓米軍の効率的な運用を図るため、同盟国の日韓両国に更なる防衛負担を求める可能性がある。日韓ＧＳＯＭＩＡは米国も歓迎しているが、日韓安保協力の強化は、米国に対する日韓の発言力の強化にもつながりそうだ。（ソウル＝牧野愛博）
　　　　　◇
　《軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ〈ジーソミア〉）》　政府間の防衛関係の秘密情報の交換を円滑にするための枠組み。情報の種類別にアクセスできる人を限定したり、書類や電子情報などの形態ごとに保管方法をルール化したりする。事前の承認なしに第三国に情報を提供したり、目的外で使ったりすることを禁じる。日本は米仏豪などと、韓国は米英ロなどと、それぞれ個別のＧＳＯＭＩＡを結んでいる。
ＧＳＯＭＩＡ締結「北朝鮮脅威の中、大変重要」岸田外相
朝日新聞デジタル2016年11月23日12時51分

岸田文雄外相
■岸田文雄外相
　本日、ソウルで（日韓の防衛情報を共有する基礎となる）「軍事情報包括保護協定」（ＧＳＯＭＩＡ）の署名を行った。北朝鮮の核ミサイル問題の進展は、今までとは次元の異なる脅威となっている。日韓の安全保障分野での協力は、これまでにも増して重要性が高まっている。このような状況の中で、本協定が本日締結されたことは、大変重要な意義を有していると考える。この協定により、日韓両政府間でさらに円滑かつ迅速な安全保障関連情報の交換が行われることが期待される。（宮城県松島町で記者団に）
「これまでにも増して重要」　日韓軍事協定に岸田外相 
日経新聞2016/11/23 19:33
　岸田文雄外相は23日、日韓の軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）の署名・締結について「大変意義がある。日韓でさらに円滑で迅速な安全保障関連情報の交換が行われることが期待される」と述べた。宮城県松島町で記者団に語った。
　外相は北朝鮮の核・ミサイル開発について「今までとは次元の異なる脅威となっている」と指摘。「日韓の安全保障分野での協力はこれまでにも増して重要性が高まっている」と力説した。
　韓国国防省も同日、説明資料を発表した。「北朝鮮の核・ミサイル情報のスピード、正確性、信頼度が高まる。監視能力が向上し、核・ミサイルによる威嚇を抑制する効果がある」と表明。「我々の安全保障の利益を高める」と強調した。
　もともと1989年に韓国側から提案したと紹介。2012年に韓国世論の反発で頓挫した後も検討を続け「情報能力を強化するには日本と協定を締結する必要があると判断した」と説明した。
産経新聞2016.11.23 11:07更新 
日韓軍事情報協定に署名　北の核・ミサイル情報の共有強化
　【ソウル＝名村隆寛】日韓両政府は２３日、ソウルで、安全保障分野の情報共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に署名し、締結した。署名式は非公開だったが、日韓外交筋によると、日本側は長嶺安政駐韓大使、韓国側は韓民求（ハン・ミング）国防相が署名した。
　核・ミサイル開発を進める北朝鮮に関する情報共有強化が狙い。韓国側は、日本からの衛星画像情報や、哨戒機などによる北朝鮮の潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）情報の提供に期待を示している。
　協定締結交渉は、２０１２年に韓国側の「国民感情」を理由に、署名当日に延期となり、棚上げ状態が続いていた。韓国政府は先月下旬に、締結交渉の再開を表明。日韓双方は１４日に仮署名済みだった。交渉再開から１カ月足らずで締結が実現した。
　韓国では朴槿恵（パク・クネ）大統領の友人で女性実業家の崔順実（チェ・スンシル）被告の国政介入事件で、政局が混乱している。韓国政府は、混乱が今後激しさを増すことを勘案し、協定締結を急いだもようだ。
　韓国では野党や左派勢力が、協定締結に反対している。しかし、保守系メディアなどは、協定を現実的に必要なものとして支持している。
産経新聞2016.11.23 22:19更新 
４年半越しの日韓ＧＳＯＭＩＡ署名　ミサイル防衛強化には一歩前進だが…韓国政局の混乱で前途多難
　２０１２年６月の署名式が当日になって延期された日韓軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）が、約４年半後にして、ようやく締結された。
　韓国内では野党や左派勢力が協定に反発し、朴槿恵（パク・クネ）大統領の友人で女性実業家の崔順実（チェ・スンシル）被告の国政介入事件で政局は混乱している。それでも朴政権が協定署名に踏み切ったのは、背に腹を代えられない事情があったからだ。

日韓両政府の軍事情報包括保護協定の締結に反対し、韓国国防省前で行われた抗議活動＝２３日、ソウル（共同） 
　協定は１９８９年に韓国側が提案した事情に加え、北朝鮮は潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）を含む核・ミサイル開発を進めている。陸軍中心の韓国軍は潜水艦を警戒監視、追尾する哨戒能力の整備が遅れており、「日本との情報共有は北の潜水艦活動の情報収集に役立つ」（韓国国防省）との期待が協定締結を後押しした。
　日本の防衛強化にとっても協定の意義は大きい。
　海自イージス艦は北朝鮮近海に展開できないため、北朝鮮西岸で発射されたミサイルなどの捕捉には限界がある。ミサイル防衛（ＭＤ）能力を強化するためには韓国軍のイージス艦や地上レーダーの情報が必要だ。韓国軍がヒューミント（人的情報活動）で得た情報にも期待を寄せる。
　日本政府が署名式延期後も粘り強く協定締結を働きかけてきた背景には、ＭＤ態勢の強化以外にも理由がある。韓国にいる日本人の安全を守るための一歩ともなるからだ。
　韓国の在留邦人は昨年１０月時点で約３万８千人。朝鮮半島有事の際には、自衛隊などによる邦人退避活動が必要となる。だが、「米政府と比べ、邦人退避の計画整備は進んでいない」（自衛隊幹部）のが実情。計画づくりには韓国軍の配置や使用可能な空港・港湾に関する情報が不可欠だ。
　こうした情報を入手するためにはＧＳＯＭＩＡの締結が必要となる。しかし、協定は情報漏洩（ろうえい）を防ぐための手続きを定めているに過ぎず、韓国側が日本から求められた情報を提供する保証はない。
　韓国国内には日韓防衛協力の拡大を懸念する声が根強く、韓国政府は今回の署名締結について「拡大解釈しないようにしてほしい」（韓国外務省報道官）と釈明に懸命だ。韓国国防省は自衛隊が韓国国内で活動する場合は国会の同意が必要ともしており、日韓防衛協力をめぐる課題は山積しているのが現状だ。（杉本康士、ソウル　名村隆寛）
産経新聞2016.11.23 21:46更新 
【日韓軍事情報協定】中国、「朝鮮半島の対立激化」と牽制
　【北京＝西見由章】日韓両政府が締結した軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）について、中国外務省の耿爽報道官は２３日の定例記者会見で「関係国家が冷戦思考に固執して軍事情報の協力を強化することは、朝鮮半島の対立を激化させ、地域に新たな不安定要素をもたらす」と牽制した。

日韓両政府の軍事情報包括保護協定の締結に反対し、韓国国防省前で抗議する人たち＝２３日、ソウル（共同）　 
　耿氏は「現在の朝鮮半島情勢は複雑で敏感だ」とした上で、関係国が軍事協力を行う際は「周辺国の安全への関心を適切に尊重すべきだ」と主張した。
　中国は米軍の最新鋭迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の韓国への配備決定をめぐり、自国の核抑止力が無効化されることを懸念し「地域の戦略的なバランスを著しく損なう」として強硬に反対。ＧＳＯＭＩＡについても米国のミサイル防衛（ＭＤ）を補完する動きとみて警戒している。
　国営新華社通信は２３日に論評記事を配信し、ＧＳＯＭＩＡの締結が韓国の朴槿恵政権にとって新たな「毒薬」となり、「さらに強烈な政局の混乱」をもたらすかもしれないと指摘した。
産経新聞2016.11.23 19:56更新 
【日韓軍事情報協定】「百年の宿敵（日本）に再侵略の道開く」　朝鮮労働党機関紙、混乱の韓国政府を非難

日韓軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）に調印する日本の長嶺安政駐韓大使（左）と韓民求国防相＝２３日、ソウル（ＡＰ）
　【ソウル＝桜井紀雄】北朝鮮は、日韓両政府が対北機密情報の共有を可能にする軍事情報包括保護協定（ＧＳＯＭＩＡ）締結の動きに強い反発を示してきた。一方で、１０月まで相次いだ核・ミサイル実験による挑発はなりを潜め、国政介入事件に絡んだ朴槿恵（パク・クネ）政権の非難に注力している。韓国当局は、混乱に便乗した金正恩（キム・ジョンウン）政権による工作を警戒している。
　「百年の宿敵（日本）に再侵略の道を開く、許されざる罪悪だ」。２２日付朝鮮労働党機関紙、労働新聞は韓国政府をこう非難した。協定締結には「別の重要な目的がある」とし、「特大醜聞事件で風前のともしびの逆徒、朴槿恵の活路を開くことだ」と主張した。
　北朝鮮メディアは、朴氏の友人、崔順実（チェ・スンシル）被告の国政介入事件の発覚後、朴氏に対する批判を強めてきた。
　朴氏退陣を求め１２日にソウルで大規模デモが起きると、朝鮮中央放送は即座に「朴槿恵を権力の座から引きずり降ろす汎国民闘争が展開された」と報じ、“エール”を送った。韓国統一省によると、北朝鮮主要メディアが今月に入って朴氏を名指しで非難した回数は１日平均１６・４回に増加した。
　一方で、今年に入って２０発以上試射し続けてきたミサイル発射は事件発覚と前後してぴたりと止まった。米韓当局が今月初めに「いつでも発射可能な状態」と分析していた中距離弾道ミサイル「ムスダン」の発射も確認されていない。
　朴氏は「安全保障上の危機」を大統領を続ける理由に挙げており、軍事的な挑発は朴氏を利するだけとみている可能性がある。
　統一省は「北朝鮮が自分たちに有利な情勢と判断し、韓国内部に反政府世論を拡散している」と警告する。米国産牛肉の輸入再開に反対し２００８年に起きた大規模デモでも、韓国当局は、北朝鮮が韓国の親北勢力にデモをあおるよう指示していたとみている。
　北朝鮮は、韓国などに潜伏する工作員に暗号で指令を出す「乱数放送」を今年６月に再開。統一省は「韓国に混乱や動揺を与える狙いのほか、工作員に活動再開を指示している可能性もある」と指摘している。
安全保障上の機密情報を共有 日韓が協定締結
ＮＨＫ11月23日 12時14分
日本と韓国の両政府は、北朝鮮による核実験や弾道ミサイルの発射の脅威に対応するため、安全保障上の機密情報を共有するための協定を２３日、韓国ソウルで正式に署名して締結しました。
日韓両政府が締結したのは、両国が安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡです。２３日午前、韓国駐在の長嶺安政大使がソウルの韓国国防省を訪れ、ハン・ミング国防相と協定の文書に署名しました。
これまで日本と韓国は、北朝鮮による核実験や弾道ミサイルの発射に関する情報は、アメリカを介して共有してきました。しかし、北朝鮮が弾道ミサイルの発射などを繰り返す中、連携をさらに強化する必要があるとして協定を締結したもので、今後は日韓で直接、情報のやり取りができるため、情報共有のスピードが上がり、北朝鮮に対しより迅速で的確な対応がとれるようになると見られています。
協定の締結後、韓国国防省はコメントを発表し「監視能力が向上し、北による挑発を抑制させる効果が期待できる」としています。
この協定をめぐっては、４年前にも両国が締結を目指していましたが、韓国側が国内で反対が強いとして署名の直前になって一方的に延期を申し入れた経緯があります。韓国では依然としてこの協定に反対意見が根強く、野党３党は「議論が不十分なまま政府が締結を強行した」と主張し、ハン国防相の解任を求める決議案を国会に提出することにしています。
ＧＳＯＭＩＡとは
安全保障上の機密情報を共有・保護するための協定＝ＧＳＯＭＩＡは、弾道ミサイルの発射の兆候など、秘匿性の高い軍事情報を交換した際に、情報を適切に保護するための仕組みなどを定めたものです。情報を扱う人を限定しているほか、許可なく第三国へ提供しないことなどが盛り込まれています。
日本と韓国は、これまで北朝鮮による弾道ミサイルや核実験などの情報に限って、アメリカを介して情報を共有してきました。協定の締結で直接、情報のやり取りができるようになったため、情報共有の質やスピードが上がり、北朝鮮の挑発行動への対処能力が強化されるものと見られます。
日本は、同様の協定をアメリカとインドとの間で結んでいるほか、オーストラリアやイギリスなど４か国とＮＡＴＯ＝北大西洋条約機構との間で、軍事情報のほかテロなどを含めた安全保障に関する幅広い情報を共有・保護するための協定を結んでいます。
韓国「北朝鮮の挑発抑制に期待」
韓国国防省のムン・サンギュン（文尚均）報道官は声明を発表し、「協定の締結によって、両国は情報を共有することができるようになり、北に対する監視能力が向上するだろう」と述べ、評価しました。そのうえでムン報道官は、「北の核や弾道ミサイルの威嚇や挑発を抑制するのに大きく寄与することを期待する。今回の協定をもとに今後も日本との情報交流を推進していく」と述べ、北朝鮮に一致して対応していきたいという考えを示しました。
外相「円滑な情報の交換を期待」
岸田外務大臣は宮城県松島町で記者団に対し、「北朝鮮の核、ミサイル問題は今までとは次元の異なる脅威となっており、日韓の安全保障分野での協力はこれまでにも増して重要性が高まっている。協定の締結は、大変重要な意義を有しており、日韓両政府間でさらに円滑かつ迅速な安全保障関連情報の交換が行われることが期待される」と述べました。
中国外務省は批判
中国外務省の耿爽報道官は２３日の定例の記者会見で、「関係する国が冷戦思考に固執し軍事情報の協力を強化することは、朝鮮半島の対立を激化させ、北東アジアに新たな不安定要素をもたらすだろう。関係国は、協力するにあたって、平和や発展に役立つことをしなければならない」と述べて批判しました。
野党は「田舎のプロレス」　TPP採決で萩生田氏

共同通信2016/11/23 23:22
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萩生田光一官房副長官

　萩生田光一官房副長官は23日、東京都内で開かれたシンポジウムで、環太平洋連携協定（TPP）承認案の衆院特別委員会採決に猛反発した野党を念頭に「強行採決なんていうのは世の中にあり得ない。審議が終わって採決するのを『強行的』に邪魔する人たちがいるだけだ」と述べた。野党の国会対応を「田舎のプロレス」とも位置付け、猛反発を招きそうだ。

　萩生田氏は野党について「あの人たちが本当に声をからして質問書を破りながら腹の底から怒っているかと言ったら、本当に田舎のプロレス。ロープに投げて返ってきて空手チョップで一回倒れてみたいなやりとりの中でやっている」と話した。

「野党が採決の邪魔強行」＝萩生田官房副長官
　萩生田光一官房副長官は２３日午後、東京都内で開かれたシンポジウムに出席し、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の衆院特別委員会での採決を念頭に、「強行採決というのは世の中にない。審議が終わって採決するのを強行的に邪魔する人たちがいるだけだ」と述べ、民進党などの対応を批判した。
　萩生田氏は「田舎のプロレスと言ったらプロレスの人に怒られるが、茶番であり、そろそろこういう政治の在り方は変えるべきだ」と語った。（時事通信2016/11/23-18:37）
萩生田氏　野党の国会対応「田舎のプロレス、茶番だ」
毎日新聞2016年11月23日 19時48分(最終更新 11月23日 19時48分)
東京都内のシンポジウムで批判 
　萩生田光一官房副長官は２３日、東京都内のシンポジウムで、民進党など野党の国会対応について「あの人たちが声をからして質問書を破りながら、腹の底から怒っているかといったら田舎のプロレス。ロープに投げて、帰ってきて空手チョップで１回倒れてみたいなやり取りの中でやっている。ある意味、茶番だ」と批判した。 
　また「強行採決など世の中にありえない。審議が終わって、採決を邪魔する人たちがいるだけだ」と述べた。環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案の４日の衆院特別委員会での採決を念頭に置いた発言とみられるが、政府高官の野党の国会対応への批判は異例で、野党の反発を招きそうだ。【真野敏幸】 
ＴＰＰ協定 官房副長官「トランプ氏の翻意に努力」
ＮＨＫ11月23日 20時39分
萩生田官房副長官は、アメリカのトランプ次期大統領が就任初日に、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を表明する考えを示したことに関連し、政府としてＴＰＰ協定の発効に向けて、アメリカ側に粘り強く働きかけていく考えを強調しました。
アメリカのトランプ次期大統領は、先にＴＰＰ協定について、「就任初日に離脱を表明する。代わりに公平な２国間協定の交渉を進める」と述べました。
これに関連して萩生田官房副長官は、都内で開かれた会合で、「２国間のＦＴＡ＝自由貿易協定の交渉に応じてしまったら、ほかの国の信頼を失う。交渉には安易に応じないつもりだ」と述べました。
そのうえで、萩生田副長官は「日本はＴＰＰ協定の再協議には応じないというのが基本的な姿勢だが、トランプ氏が前向きに話し合いたいというのなら、時間をかけてもアメリカを巻き込むことが重要だ。トランプ氏が思いを翻すように努力を続けていきたい」と述べ、ＴＰＰ協定の発効に向けて、アメリカ側に粘り強く働きかけていく考えを強調しました。
また、萩生田副長官は、野党側の国会対応について、「強行採決は世の中にありえず、採決を強行的に邪魔する人たちがいるだけだ。『田舎のプロレス』と言ったら怒られるが、ある意味、茶番だ」と述べ、批判しました。
首相、成長戦略練り直し　米のTPP脱退方針で

共同通信2016/11/23 20:24
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帰国した安倍首相と昭恵夫人＝23日午後、羽田空港

　安倍晋三首相は23日午後、米国とペルー、アルゼンチン歴訪を終え、政府専用機で羽田空港に帰国した。米ニューヨークでは各国首脳に先駆けトランプ次期大統領と会談し、ペルー・リマでのアジア太平洋経済協力会議（APEC）首脳会議では自由貿易の意義を訴えた。だがトランプ氏は環太平洋連携協定（TPP）脱退方針を表明。安倍政権はTPPを「中核」とする成長戦略の練り直しを迫られそうだ。

　APEC首脳会議で首相は、TPPについて「頑張れば報われるという自由貿易の恩恵が国民に広く実感されるようになる」と強調した。

ＴＰＰ離脱、トランプ氏に翻意促す考え…菅長官

読売新聞2016年11月23日 19時09分

　菅官房長官は２３日、ＢＳ１１の番組収録で、ドナルド・トランプ次期米大統領が来年１月の就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）から離脱する意思を通知するとの方針を示したことについて、「（トランプ氏の）政権がスタートしてからも、日本が先頭に立って説得していきたい」と述べた。

　新政権発足後も引き続きＴＰＰの重要性を説明し、トランプ氏に翻意を促す考えを示したものだ。

　菅氏は、「（米国は）自由貿易の大切さを分かっている国だから、（トランプ氏が）大統領になってから、しっかり主張していくのはものすごく必要だ」とも語った。

ＴＰＰ「日本が先頭で説得していきたい」　菅官房長官
朝日新聞デジタル2016年11月23日22時27分

菅義偉官房長官
■菅義偉官房長官
　米国はまさに自由主義の先頭に立って取り組んできた国です。保護主義に陥ることがないようにということは、トランプ次期大統領も十分に分かっていると思いますし、共和党自体、そもそも自由主義を掲げている政党ですから。（トランプ）政権がスタートしてからも、（ＴＰＰ参加）１２カ国がまとまって一つの目標ができたわけですから、そこに向かって、それぞれの国、もちろん日本が先頭に立って、説得をしていきたいと思います。
　（衆院解散について）衆院議員は２年目に入ったら、いつ選挙があってもおかしくないように、有権者の皆さんに政治家としての考え方、あるいは政党の考え方を説明する。これはある意味で当然のことなんですよね。そうしたことをきちっとやる必要というのは、私ども自民党、特に当選回数が１、２期生、特に２期生が圧倒的に多いわけですから、そこは必要だと思っています。（ＢＳ１１の番組収録で）
「今、ＴＰＰが事実上消えた」自民・小泉進次郎氏
朝日新聞デジタル2016年11月23日14時52分

小泉進次郎氏
■小泉進次郎・自民党農林部会長
　トランプ次期米大統領は選挙で言っていた通り、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）からの離脱を当選後初めて明言した。
　私は（自民党が）野党の時から、ＴＰＰ交渉にすぐに参加すべきだと言っている少数派だった。党内は反対の大合唱ですから、私は選挙で農協中央会から推薦をもらうことはできませんでした。
　今、ＴＰＰが事実上消えた。米国が入る形では消えた。そういう中で昨日、農協関係者の皆さんと夜会ったときに、「あなたがずっと言ってきたことは結局消えたけど、言ったことは変わらなかったね」と。そういう中で言うと、思いが違っても一緒にやれる支援者は出てくる。ビジョンも大切だが、今まで自分がどう足跡を残してきたかも大切だと思う。（東京都千代田区での講演で）
小泉氏「米参加のTPP消えた」　自民・農林部会長が講演

共同通信2016/11/23 12:30

　自民党の小泉進次郎農林部会長は23日午前、東京都内で講演し、米国のトランプ次期大統領が来年1月の就任初日に環太平洋連携協定（TPP）からの脱退を通告すると表明したことに関し「米国が入る形でのTPPは事実上消えた」と述べた。TPP発効には米国の批准が欠かせない。

　小泉氏は、自民党が野党だった時期から自身がTPP推進派だったと説明し「すぐ参加すべきだと言う少数派だった」と語った。

小泉進次郎氏　「ＴＰＰは事実上消えた」
毎日新聞2016年11月23日 17時46分(最終更新 11月23日 20時13分)
　自民党の小泉進次郎農林部会長は２３日、東京都内で大学生向けに講演し、米国のトランプ次期大統領が環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）からの離脱を明言したことについて、「ＴＰＰは事実上消えた」と述べ、米国の批准を条件にした現行協定での発効は絶望的になったとの認識を示した。 
　小泉氏は「私は野党の自民党時代から、ＴＰＰ交渉にすぐに参加を主張する少数派だった」と説明。そのうえでトランプ氏の２１日の表明に言及し、「米国が入る形では死んだ」と語った。【加藤明子】 
産経新聞2016.11.23 12:52更新 
【ＴＰＰ】自民・小泉進次郎農林部会長「苦しいけれど最後まで登り切る」　農業改革に改めて意欲
　自民党の小泉進次郎農林部会長は２３日午前、都内で講演し、政府との調整が大詰めを迎えている党の農業改革について、全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農）の抜本見直しを含めた農業改革の断行に改めて意欲を示した。「空気の薄い登山を諦めずに最後まで行けば、今まで見ることができなかった景色をみられるはずだ」と述べた。
　小泉氏は政府と党の対立が激化している現状を「山は登れば登るほど空気が薄くなり苦しいし、一歩一歩は本当に重い」と例えた。その上で「酸素ボンベを積んでも、落石があっても、途中にクレバス（裂け目）あっても最後まで登りきる」と強調。月内にも政府の規制改革推進会議が決定する最終方針と党の農業改革案の調整を急ぐ考えを示した。
　一方、トランプ次期大統領が環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を明言したことに関し、小泉氏は「ＴＰＰは事実上、アメリカが入る形では消えた」と述べ、米国を含めたＴＰＰの協定発効は絶望的との見方を示した。
　ＴＰＰをめぐっては、安倍晋三首相が２１日夜（日本時間２２日朝）、訪問先のアルゼンチンでの内外記者会見で「ＴＰＰは米国抜きでは意味がない」と述べ、米国が参加する形でのＴＰＰ実現の必要性を強調していた。
「安倍首相は冷や水を浴びせられた」　民進・蓮舫氏
朝日新聞デジタル2016年11月23日19時42分
■蓮舫・民進党代表
　トランプ次期大統領が「ＴＰＰを脱退する」と言うのは、候補者時代からの政権公約でした。ですから、ビデオで改めて発表した内容は、有権者に対して、お約束を守ったことだと思っている。ただ、ＴＰＰをアベノミクスの成長のカギだと位置づけていた安倍総理は、そのビデオが出る４日前、わざわざニューヨークのトランプさんのご自宅まで行って、何をしたのかが、いよいよ分からなくなりました。国費、税金を使って海外出張をして、会いに行ったにもかかわらず、まさに冷や水を浴びせられた形になりました。日本国民の１人としても、あるいは政党の代表としても、総理の言動に失望しています。（大阪市内で記者団に）
ＴＰＰ再交渉も＝日米ＦＴＡは否定－萩生田官房副長官
　トランプ次期米大統領が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）離脱を明言したことに対して２３日、閣僚らから発言が相次いだ。萩生田光一官房副長官は、再交渉の可能性に言及。トランプ氏が意欲を示す２国間の自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結は否定した。
　萩生田氏は東京都内で開かれたシンポジウムで、「再協議には応じないとの基本姿勢を示しており、安易にそこに入っていくことは望まない」とした上で、「時間をかけても米国をプレーヤーとして巻き込むことは極めて重要だ」と述べ、再交渉も選択肢に含める考えを示唆した。日米間のＦＴＡ交渉については、「政府としてはやらないつもりだ」と明言した。　
　菅義偉官房長官はＢＳ１１の番組収録で、「日本が先頭に立って説得をしていきたい」と述べ、米新政権に働き掛ける考えを強調。同時に「米国は自由貿易の大切さを分かっている国だ」と指摘した。
　岸田文雄外相は仙台市で開かれたシンポジウムで「（米新）政権がスタートするのは来年１月２０日からだし、主要閣僚もこれから指名されていく。今の段階で予断を持って言うのはまだ早い」と語った。（時事通信2016/11/23-18:23）
産経新聞2016.11.23 22:25更新 
【ＴＰＰ】萩生田光一氏、民進党のＴＰＰ猛反発に「田舎のプロレス」「茶番」
　萩生田光一官房副長官は２３日、環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）承認案などの衆院採決に猛反発した民進党などの対応を念頭に、「『田舎のプロレス』といえばプロレスの人に怒られるが、ある意味、茶番だ」と述べた。都内で開かれた国家基本問題研究所（櫻井よしこ理事長）の会合で語った。
　萩生田氏は「強行採決なんていうのは世の中にありえない。審議が終わって採決をするのを強行的に邪魔をしていく人がいるだけだ」と指摘。さらに「本来は『強行採決阻止』だが、マスコミが『強行採決』の４文字を使うと、それが一人歩きしてしまうというところがあってちょっと残念だ」と述べた。
　その上で、「田舎のプロレスといえばプロレスの人に怒られるが、ここでロープに投げたら帰ってきて、空手チョップで１回倒れて、そういうやりとりの中でやっている。私はある意味、茶番だと思う。もうそろそろ、こういう政治のあり方は変えるべきだと思っている」と強調した。
ＴＰＰ漂流、中国が攻勢＝習主席、南米歴訪で布石
　【北京時事】米国のトランプ次期大統領が環太平洋連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を明言したことで、中国はアジア太平洋地域での経済的な影響力拡大を目指す。習近平国家主席は２３日までの南米歴訪中、ＴＰＰ参加国のペルー、チリと自由貿易促進で一致し、布石を打った。


ペルー国会で演説する中国の習近平国家主席＝２１日、リマ市内（ＡＦＰ＝時事）
「天から降ってきたドゥテルテ」が中国から「ぶんどったもの」
　「ペルーは太平洋対岸の隣国」。習主席はアジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）首脳会議が閉幕した翌日の２１日、ペルー国会で演説し、親近感を演出した。ＡＰＥＣ全域を網羅するアジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）の実現には、中南米諸国の協力が欠かせない。
　ＦＴＡＡＰの土台となるのが、中国が加わっていないＴＰＰと、米国が参加していない域内包括的経済連携（ＲＣＥＰ）だった。しかし、ＴＰＰの漂流が不可避となったことで、今後、ＲＣＥＰをけん引する中国が影響力を強めるのは間違いない。
　チリではバチェレ大統領が２２日、習主席との会談で「中国企業の投資を歓迎するとともに、早期にアジアインフラ投資銀行（ＡＩＩＢ）に加わりたい」と表明。中国主導のＡＩＩＢに参加することで両国経済の緊密化を図る意向を示した。


　ＴＰＰ参加国の切り崩しに乗り出した中国の強みは、圧倒的な巨大市場だ。景気が減速しているとはいえ、中国に進出する企業は「これだけ潜在力の大きい市場は他にない」（日系大手食品メーカー関係者）と口をそろえる。
　主要ＴＰＰ参加国のニュージーランドも中国に引き寄せられつつある。両国の通商担当閣僚はペルーで会談し、２００８年に締結した自由貿易協定（ＦＴＡ）を強化する交渉の開始で合意。ニュージーランドは乳製品の対中輸出拡大を狙う。　
　ただ、中国は脅威論の盛り上がりを警戒している。トランプ政権の発足を控えて不透明感が増す中、習主席はペルー国会で「国際情勢がどう変わろうと中国は覇権を目指さない」と強調した。（時事通信2016/11/23-17:39）
米国抜きの発効模索＝豪や中南米が支持－ＴＰＰ
　【シドニー時事】環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を、米国抜きで発効させるべきだとの意見が浮上している。トランプ次期大統領が離脱を明言したためで、署名１２カ国のうち少なくとも４カ国が支持する意向だ。
　オーストラリアのチオボー貿易・投資相は２３日、米国が離脱しても「多くの選択肢がある。協定を変更し、米国抜きで発効させるのも一案だ」と説明。将来的に中国が加わる可能性があるとの見解も示した。
　ニュージーランドのキー首相も先週、「米国抜きはあり得ないシナリオでない」と認めた。試算によると、米国を除外しても日本など主要貿易相手国が含まれれば、ＴＰＰ発効で想定した経済効果の３分の２程度は得られるという。
　ロイター通信によると、ペルーのフェレイロス貿易・観光相も「ＴＰＰの条項変更は可能だ」と同調。メキシコも支持した。一方、安倍晋三首相は「米国抜きでは意味がない」と反対している。　（時事通信2016/11/23-15:58）
トランプ氏就任前にＴＰＰの承認難しい 米政府高官
ＮＨＫ11月23日 11時06分
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アメリカのトランプ次期大統領がＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定からの離脱を就任初日に表明する考えを示すなか、ホワイトハウスの高官は、トランプ氏の就任前にＴＰＰが議会で承認されるのは難しいとの認識を示し、ＴＰＰの発効は一段と厳しくなっているという見方が広がっています。
トランプ次期大統領をめぐっては、先週行われた安倍総理大臣との会談などを受けＴＰＰに反対の姿勢が変化するか注目されていましたが、トランプ氏は２１日、「就任初日に離脱を表明する」と述べ、ＴＰＰからの離脱を直ちに実行に移す考えを改めて示しました。
こうした中、ホワイトハウスのアーネスト報道官は２２日、定例の記者会見で「オバマ大統領の任期中に議会で承認を得る見通しはよくない」と述べて、トランプ氏の就任前にＴＰＰが議会で承認されるのは難しいとの認識を示し、ＴＰＰの発効は一段と厳しくなっているという見方が広がっています。
日本をはじめＴＰＰに署名した各国は、１９日にペルーで開いた首脳会合で、ＴＰＰの発効を目指して国内手続きを進めるとしていましたが、トランプ氏の姿勢が今後も変わらなければ貿易政策の練り直しを迫られる可能性もあります。
高齢者負担拡大で国費圧縮　医療1千億、介護400億

共同通信2016/11/23 17:05

　2017年度予算編成で政府、与党は23日、社会保障費の伸びを医療分野で1千億円程度、介護分野で400億円程度抑える方向で調整に入った。所得が比較的高い高齢者を中心に負担軽減措置を縮小する一方、大企業社員に介護保険料の負担増を求めるなどして、国民の理解を得たい考え。

　政府は財政健全化のため17年度、国費で賄う社会保障費を1400億円圧縮する目標を設定しており、達成に向け来月上旬にも具体的な実施時期や対象者数を固める。

　医療費の自己負担が高くなりすぎないように月ごとに上限を設けている高額療養費制度では、70歳以上で一定以上の所得がある人の上限額を引き上げる。

産経新聞2016.11.22 21:28更新 
与党、会期延長幅の検討本格化　年金制度改革法案成立に不可避　来月上旬か下旬か　野党は延長自体に反対　なお解散警戒


　与党は２２日、今月３０日までの今国会の会期の延長について検討を本格化させた。年金制度改革関連法案の今国会成立を目指す与党にとって会期の延長は不可避な情勢だ。ただ、民進党などの野党が同法案に徹底抗戦する中、具体的な会期幅は絞りきれておらず、野党の出方をうかがいながらの調整が続く。
　自民党の二階俊博、公明党の井上義久両幹事長は２２日、都内のホテルで会談し、会期の延長幅について協議したが、結論は出なかった。二階氏は記者会見で「議論は頭のトレーニング程度だ」と述べるにとどめたが、難しい判断となる。
　最大の焦点は年金支給額抑制の強化策などを盛り込んだ年金制度改革法案の扱いだ。二階氏らは会談で今国会中の成立を目指す方針を重ねて確認。２５日の衆院厚生労働委員会に安倍晋三首相が出席して質疑を行い、同日中に採決、２９日にも衆院通過との段取りを描く。その場合、３０日までの成立は不可能で、少なくとも１２月上旬までの会期延長は避けられない。
　民進党が「年金カット法案」と呼んで廃案を目指す中、さらなる会期幅が必要との見方もある。法案の衆院厚労委での審議時間は１５時間半に達した。２５日に審議すれば２０時間を超える見通しで、「同じ審議時間を参院厚労委でも確保しようとすれば、会期は１２月下旬まで必要になる」（自民党国対幹部）というわけだ。
　さらに自民党などが成立を目指すカジノを含む統合型リゾート施設（ＩＲ）整備推進法案は審議入りすらしていない。民進党が難色を示しているためだが、二階氏は２２日の記者会見で「機が熟しつつある。審議に入っていくと理解している」と強調した。今国会での成立を期す場合は、やはり１２月下旬までの延長が欠かせない。
　一方、野党は早期の衆院解散を誘引するような「大幅延長」につながる事態を避けたいのが本音だ。民進党の小川勝也参院幹事長は２２日の記者会見で「（今月末までの）会期で国会は閉じるのが基本原則だ」と述べ、社民党の又市征治幹事長も大幅延長に「断固反対」とくぎを刺した。
　野党は、首相が１２月１５日の日露首脳会談の結果を踏まえ衆院を解散することをなお警戒する。次期衆院選の候補者擁立や野党共闘に進展が見られない中、解散の可能性を高めかねない大幅延長の阻止と徹底審議のはざまで揺れている。（田中一世、豊田真由美）
公明代表「会期延長幅など相談」　近く党首会談で 
日経新聞2016/11/23 15:17
　公明党の山口那津男代表は23日午後、30日までの臨時国会の会期について「国会審議の終盤状況がどうなるか見極めた上で、延長幅や内容について安倍晋三首相と相談したい」と述べ、25日にも予定する自公党首会談で協議する意向を示した。国民年金法改正案の成立を確実にする狙いがある。盛岡市内で記者団の質問に答えた。
　衆院解散に関しては「衆院議員の任期が２年あまりになるなかで、常在戦場の心構えでいるべきだと言い聞かせただけだ」と指摘。「首相の専権事項なので、時期や理由に言及しない」と述べるにとどめた。
次期衆院選で圧勝を＝自民幹事長
　自民党の二階俊博幹事長は２３日、盛岡市内での党会合で、衆院解散・総選挙について「次の選挙は、いつあるか分からないが必ずある。衆院選の際には皆さんの力で圧勝し、立派な議員を送り出すのが一番大事だ」と語り、準備を促した。
　これに関し、公明党の山口那津男代表は同市内で記者団に「任期が２年余りとなる中で、常在戦場の心構えをわが党の議員に言い聞かせてきた」と述べるにとどめた。（時事通信2016/11/23-18:53）
自民　衆参で統一会派　狙いは「無所属」取り込み
毎日新聞2016年11月23日 19時44分(最終更新 11月23日 20時39分)
　自民党が無所属議員らの取り込みを急いでいる。地元事情や法律上の制約で入党が難しい議員が多いため、衆参両院で統一会派を結成。統一行動を取ることで、党勢拡大につなげる狙いがある。 
　「党の組織を強化したい」。８月に発足した二階俊博幹事長ら執行部は、こう繰り返してきた。衆院では今国会の召集日の９月２６日に「自民党・無所属の会」を結成。いずれも無所属の松本剛明氏（兵庫１１区）と鈴木貴子氏（比例北海道）が加入し、１０月には旧みんなの党代表を務めた浅尾慶一郎氏（神奈川４区）も加わった。 
　参院でも今月２１日、日本のこころを大切にする党を離れた和田政宗氏（宮城選挙区）を会派に入れ、年明けの通常国会でこころと統一会派を組むことを調整中だ。実現すれば自民会派は１２６人に膨らみ、２７年ぶりの単独過半数（１２２人）を強固にできる。 
　７月の参院選では浅尾氏らが自民候補を支援した。こうした実績を理由に執行部は復党や入党を探るが、他党で比例当選した議員の政党間移動は国会法で制限されている。地元の自民県連と対立を抱える議員もおり、入党は地方の反発を呼ぶリスクもある。 
　統一会派は執行部にとって「次善の策」とも言え、党幹部は「自民の考えを理解する人が増えれば党勢は必ず上向く」と語った。【飼手勇介】 
民進・枝野氏「首相の解散権縮小を」 
日経新聞2016/11/24 0:26
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は23日、さいたま市内で講演し、24日の衆院憲法審査会で憲法改正が必要な条文として首相による解散権の根拠である７条を提起する考えを示した。英国やドイツを挙げ「内閣による議会解散権を縮小しているのが世界の流れだ。変えるならここではないか。発議されたら全会一致で通ると思う」と述べた。〔共同〕
宇都宮・つくば・沼津　自民の苦戦続いた市長選

東京新聞2016年11月24日 朝刊

 　自民党が支援する現職候補や現職の後継とされる候補が、市長選で敗北したり苦戦したりするケースが相次いでいる。典型的な３市長選に着目して分析すると、特定の大型公共事業を巡り、現市政への不満や不安がくすぶる共通点があった。　（藤原哲也、宮本隆康、熊崎未奈、清水俊介）

　今月十三日の茨城県つくば市長選は、市がかつて実現を目指した総合運動公園計画が争点に。総事業費三百五億円をかけて総合体育館や陸上競技場を建設する計画だったが、昨年八月の住民投票で有効投票の八割超が反対し、当時の市原健一市長が白紙撤回を表明した。

　市長選は市原氏が不出馬で、新人三人の争いに。住民投票を求めた市民団体で世話人を務めた五十嵐立青（たつお）氏（３８）が「無駄なハコモノ」に予算を使おうとした市の体質を批判。市原氏が支援する自民推薦の飯岡宏之氏（５４）らを破った。五十嵐氏は共産や市民ネットに加え、市原氏に批判的な自民系市議も支援に回った。

　十月三十日の静岡県沼津市長選は、政治経験がなく政党の推薦を受けない新人の大沼明穂氏（５７）が、自民、民進、公明が推薦し三選を目指した現職の栗原裕康氏（６７）に大差をつけて初当選し、驚きが広がった。

　注目されたのは、市が県とともに進めるＪＲ沼津駅周辺の高架化事業。駅前再開発や渋滞解消が期待されながら、環境悪化を心配する貨物駅移転先の地権者らの反対で用地取得が進まず停滞。閉塞（へいそく）感を感じる市民も多かった。

　市長選では栗原氏が事業推進を掲げたのに対し、大沼氏は賛否を明言せず。これが奏功し、これまでの任期で市街地活性化に道筋をつけられなかった栗原氏への不満の受け皿となった。

　今月二十日投開票の宇都宮市長選は自民、公明推薦の現職、佐藤栄一氏（５５）が四選を果たしたものの、民進、共産、社民推薦の新人、金子達（とおる）氏（５８）に約六千二百票差まで迫られた。

　争点は、市が二〇一九年開業を目指す次世代型路面電車（ＬＲＴ）事業。ＪＲ宇都宮駅から東へ一四・六キロの整備計画で、事業費は四百五十八億円。必要性を訴える佐藤氏に対し、金子氏は「税金の無駄遣い」と主張。中止を求める市民団体も金子氏を支援し、佐藤氏の優位は揺るぎないとみられていたのが終盤に入り一転、分からなくなった。

　事業費の増大や、市議会で住民投票条例案が三回にわたって否決されたことへの住民の不満が影響したのは疑いない。佐藤氏は当選後、住民への説明が不十分だったことを認めた。

　三市の人口は宇都宮約五十二万人、つくば約二十三万人、沼津約二十万人。東北大の河村和徳准教授（地方政治論）は「人口二十万人以上の都市は新住民が多く、明確な争点が出てくると予想外の選挙結果になることがある」と指摘。「特に新住民は、現職より、既存の地域政治に染まっていない候補者を選ぶ傾向がある」と分析する。

　　　　　◇
　宇都宮市長選（１１月２０日）

当　佐藤　栄一　無現　８９８４０＝自公

　　金子　　達　無新　８３６３４＝民共社

　つくば市長選（１１月１３日）

当　五十嵐立青　無新　４００６９

　　飯岡　宏之　無新　３５３４６＝自

　　大泉　博子　無新　１６１８０

　沼津市長選（１０月３０日）

当　大沼　明穂　無新　４３１５９

　　栗原　裕康　無現　２４５３８＝自民公

沖縄で相次ぐ米軍の犯罪　「女たちの会」共同代表「確実に軍隊減らして」

東京新聞2016年11月24日 朝刊
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　沖縄県うるま市で起きた女性暴行殺害事件で、米軍属の男が逮捕されてから約半年。日米両政府は再発防止策を巡る協議を続けており、年内の合意を目指している。日本政府が防止策の柱と主張する米軍属の範囲縮小で、米軍関係者の犯罪は減るのか。３０年以上、沖縄で被害者と寄り添ってきた「基地・軍隊を許さない行動する女たちの会」共同代表の高里鈴代さんに聞いた。　（大杉はるか）

　－うるま市の事件の被告は米海兵隊を除隊後、軍属として米軍嘉手納基地（嘉手納町、沖縄市など）で働いていた。

　「軍属は日米地位協定で身分が守られている。沖縄では現役だけでなく、退役軍人や軍属による犯罪が起きている」

　－政府は軍属の数を絞り込むことが再発防止につながるとみている。

　「軍属と呼ばなくなったとしても（米軍が）沖縄にいる以上は犯罪が起こるだろう。そもそも米側は、軍人や軍属が何人か明らかにしない。除隊した元兵士がどれだけ沖縄にいるのかも分からない」

　－一九九五年の米海兵隊員による少女暴行事件以来、日米地位協定の運用見直しや、米軍の綱紀粛正が行われてきた。

　「それでも犯罪は繰り返されている。二〇〇八年に北谷町で、海兵隊員が中学生をレイプし車から放り出した。米軍は一カ月の外出禁止にしたが、期間中に空軍兵士がフィリピン人女性をレイプした。二〇一二年十月には米本土の基地所属兵士がグアムに行く途中に沖縄に寄り、女性を集団レイプ。入国審査を受けずに逃亡可能なことが、安易に犯罪に走らせている。米軍基地のフェンスは彼らの安全な日常生活を守り、私たちを守ってくれない」

　－どうすれば犯罪は減るだろうか。

　「地位協定の運用見直しは小手先の対応だ。米軍兵士は入れ代わり立ち代わりなので綱紀粛正も効果を持たない。確実に軍隊を減らさなければならない」

　－米軍の世界規模での展開に否定的な考えを示したトランプ氏が次期大統領に決まった。

　「『米国の利益が第一』だと言っている。米国はこれまで世界に基地をつくり、地位協定で米軍の権利を守り、自国の利益を最大化してきた。この姿勢は変わらないと思う。駐留経費の負担増も、米国はこれまでも要求している。変化はあまり期待できない」

　＜たかざと・すずよ＞　１９４０年生まれ。基地・軍隊を許さない行動する女たちの会共同代表、強姦（ごうかん）救援センター・沖縄代表。那覇市婦人相談員を経て、２００４年まで那覇市議。
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国連事務総長 核軍縮で深い溝 歩み寄りに対話必要
ＮＨＫ11月23日 14時35分
[image: image26.jpg]



国連のパン・ギムン（潘基文）事務総長は、核軍縮の進め方をめぐって核保有国と非保有国との間で深い溝ができたと懸念を示し、歩み寄りに向けた対話が必要だと強調しました。
国連総会の委員会では先月、核兵器を法的に禁止する初めての条約の制定を目指して来年３月からニューヨークで交渉を始めるとする決議が、アメリカなど核保有国の反対を上回る賛成多数で採択されました。
これについて２２日、ニューヨーク市内の大学で核軍縮の展望をテーマに講演した国連のパン・ギムン事務総長は、核軍縮の進め方をめぐって核保有国と非保有国との間で深い溝ができたと述べ、懸念を示しました。そのうえで、「すべての関係国が立場の違いを縮め共通認識を得るよう努力しなければならない」と述べて、歩み寄りに向けた対話が必要だと強調しました。
また、ことしいっぱいで２期１０年の任期を終えるパン事務総長は、イランの核開発をめぐる合意にアメリカのトランプ次期大統領が反対していることに触れ、「トランプ氏は今、アドバイザーとともにこれからの政策を落ち着いて議論するときにある」と述べて、アメリカの新政権が合意の履行を続けることに期待を示しました。
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核兵器禁止条約　画期的な動き　非人道性　諸国が認識　粘り強い運動　世界動かす

　日本共産党の第２７回大会決議案は第２章で、１０月２７日に国連総会の第１委員会が核兵器禁止条約の締結交渉を来年開始する決議案を、圧倒的多数で採択したことに言及し、「核兵器廃絶にむけた画期的な動き」と評価しています。

　一度に大量の人を無差別に殺し、大規模な破壊をもたらす大量破壊兵器のうち、生物兵器と化学兵器についてはいずれも、禁止条約がすでに発効しています。ところが核兵器については、兵器そのものを禁止する条約はいまだに締結されていません。

核軍拡競争

　１９４５年８月、米国は広島、長崎に人類初の原子爆弾を投下しました。４６年１月に開かれた第１回国連総会は第１号決議で、原子兵器その他の大量殺りく兵器の廃絶を求め、米国も賛成しました。

　ところが米国と当時のソビエト連邦との対立が深まる中、４９年９月にはソ連が原爆の保有を宣言｡英国（５２年１０月）、フランス（６０年２月）、中国（６４年１０月）もそれぞれ核保有国となります。
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（写真）核兵器禁止条約について交渉する会議を来年に招集する決議案を採択した国連総会第１委員会＝１０月２７日、ニューヨークの国連本部（島田峰隆撮影）


　米ソ両国が中心となる軍事同盟は、核兵器を戦略の柱にすえます。大量の核兵器を持つことで相手に攻撃をさせないという「核抑止力」論にもとづき、米ソ両国は膨大な数の核兵器を保有するようになります。

　こうした動きに、核兵器廃絶を求める国際的な声も上がります。５４年３月に米国が太平洋ビキニ諸島で行った水爆実験で日本の漁船が被災したことをきっかけに、翌年８月に始まった原水爆禁止世界大会は一貫して、核戦争阻止、核兵器全面禁止・廃絶を掲げてきました。

　５５年４月に開かれたアジア･アフリカ会議（バンドン会議）は核兵器廃絶を要求｡これが非同盟運動に引き継がれ、国連総会でも核兵器の禁止・廃絶を求めます。

　核実験を地下だけに限定する部分的核実験禁止条約（６３年１０月）や核保有国を５大国に限定する核不拡散条約（ＮＰＴ）（７０年３月）が発効しましたが、核軍拡競争は続きました。７０、８０年代には米ソが保有する核兵器の削減で合意したこともありました。しかし、核兵器そのものを禁止し、廃絶するには至りません。

毎年の決議

　９５年５月、それまで２５年の期限付きだったＮＰＴが無期限に延長されたことを一つのきっかけに、核兵器廃絶を求める声が国際的に広がります。

　核兵器の違法性を認めるよう求める国際的な運動を受けて、国際司法裁判所は９６年７月、核兵器の使用と脅威は一般的には国際法に違反するとの勧告的意見を示しました。それをふまえて国連総会では、核兵器禁止条約の実現を求める決議が毎年、採択されるようになります。

　２０００年５月のＮＰＴ再検討会議は最終文書で、「自国の核戦力の完全廃絶の達成に対する核兵器国の明確な約束」を確認。同条約６条にもとづいて核５大国に核兵器廃絶を迫るきっかけとなります。

　オバマ米大統領は０９年４月、プラハで行った演説で、｢核兵器のない世界」の実現に「核兵器を使用した唯一の核保有国として、米国には行動すべき道義的責任がある」と表明｡国際政治の場で核軍縮の機運も高まりましたが、米国をはじめ核保有国とその同盟国は「核抑止力」論にしがみつき、具体的な進展は見られません。
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（写真）核兵器廃絶を求めてニューヨーク市内をパレードする日本からの参加者＝２０１０年５月２日（行沢寛史撮影）


　そのような状況のもとで新たに、核兵器は非人道的な兵器だという側面から廃絶を追求することが国際政治で始まります。

　１２年５月のＮＰＴ再検討会議第１回準備委員会で、１６カ国が「核軍縮の人道的側面」という共同声明を発表。核兵器が「再び使われるなら、甚大な人道的被害は避けられない」と訴えました。同年１０月の国連総会ではこの共同声明が３４カ国に広がります。

　１３年３月には、ノルウェー政府が「核兵器による人道的影響｣国際会議を開催｡同会議は１４年２月にメキシコ、同年１２月にオーストリアで続いて開かれ、共同声明に賛同する国は１５５カ国となりました。

１３８カ国賛成

　こうした流れを受け、第７０回国連総会は１５年１２月、核兵器禁止条約を含む具体的な措置を議論する初めての作業部会を開くとした決議案を１３８カ国の賛成で採択。作業部会は今年３回開かれ、核兵器禁止条約の交渉を１７年に開始するよう求めた報告をまとめ、今年の国連総会に提案しました。

　日本の被爆者は一連の国際会議の場に加わり、被爆の実相を語り、核兵器禁止・廃絶こそが被爆者の願いであることを訴えました。

　核兵器の全面禁止・廃絶を求める世界の粘り強い運動は、各国政府を動かし、ともに手を携えて、核保有国を追い詰めてきました。核兵器禁止条約が実現することで、保有国はいっそう孤立を深めることになります。

人類史上初めて「違法化」

■日本共産党　第２７回大会決議案から

　核兵器禁止条約に、かりに最初は核保有国が参加しなかったとしても、国連加盟国の多数が参加して条約が締結されれば、核兵器は人類史上初めて「違法化」されることになる。あらゆる兵器のなかで最も残虐なこの兵器に「悪の烙印（らくいん）」をおすことになる。そうなれば、核保有国は、法的拘束は受けなくても、政治的・道義的拘束を受け、核兵器廃絶に向けて世界は新しい段階に入ることになるだろう。わが党は、「核兵器のない世界」への扉を開くこの画期的な動きを、心から歓迎する。

■核兵器禁止条約の交渉開始を求める　国連決議（骨子）

　第７１回国連総会第１委員会が１０月２７日、採択した、核兵器禁止条約の交渉開始を求める決議の骨子は次の通りです。

　一、国際機関や市民社会が、多国間核軍縮交渉を前進させるため、それに参加し、発言することには価値があると認識する。

　一、多国間核軍縮交渉を前進させることの普遍的目標は、核兵器のない世界を達成し維持することに変わりないと改めて強調する。

　一、核兵器を禁止し、完全廃絶につながるような法的拘束力のある措置（＝核兵器禁止条約）について交渉するため、2017年に国連の会議を招集するよう決定する。

　一、すべての加盟国に同会議に参加するよう促す。

　一、同会議はニューヨークで３月２７～３１日と６月１５日～７月７日に開き、国際機関や市民社会の代表が参加し、発言するよう決定する。

　一、同会議に参加する諸国に対し､核兵器を禁止し､完全廃絶につながるような法的拘束力のある措置をできるだけ速やかに成し遂げるよう最大の努力を払うよう呼び掛ける。 

　一、同会議はその進展について第７２回国連総会に報告書を提出し、総会は交渉の進展を評価してその先について判断を下すよう決定する。
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安倍政権政策総破綻　ＴＰＰ　原発　戦争法

　安倍政権が強権で進めてきた政策がことごとく破たんしています。強行採決を重ね批准を狙う環太平洋連携協定（ＴＰＰ）は、発効そのものが絶望的に。原発の再稼働・輸出路線も地震発生と輸出先国の白紙撤回で揺れています。安保法制＝戦争法に基づく南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）への自衛隊派兵では、現地情勢を無視した新任務付与の強行で、隊員の命を危険にさらしており、深刻な矛盾に直面しています。

■ＴＰＰ　発効見込めず

　「日本が発効させて米国に働きかける」。こう息巻く安倍晋三首相は、「朝貢外交」と批判されながらも訪米してトランプ次期米大統領との異例の会談まで強行しました。２１日夜にはアルゼンチンで会見し、「ＴＰＰは米国抜きでは意味がない」とまで言い、つなぎとめに躍起でした。

　ところが、当のトランプ氏はその直後に発表したビデオメッセージで「ＴＰＰから撤退する」と正式に表明。日本政府内からは「トランプ氏も大統領に就任すれば軌道修正すると期待していたが…」（外務省幹部）と思惑が完全に崩れた嘆きも聞かれています。

　３０日までの国会会期を延長することも視野にＴＰＰ承認案・関連法案の成立を狙っていますが、発効そのものが見込めない絶望的な状況に追い込まれています。

■原発　輸出が白紙に

　安倍政権は、原発事故の教訓も顧みず、原発の再稼働・輸出に狂奔してきました。

　ところが、２２日の福島沖地震では、東京電力福島第２原発３号機の使用済み核燃料プールの冷却装置が一時停止。５年前の「３・１１」の悪夢がよみがえり、原発の危険性をあらためて示す事態に直面しています。

　一方、原発輸出先として安倍政権が期待していたベトナムでは、新政権になって原発建設計画の白紙撤回を決定。２２日にはベトナム国会が政府決定を承認しました。ここでも、安倍暴走政治が矛盾と行き詰まりに直面しています。

■戦争法　資料ごまかし

　安倍政権は、南スーダンＰＫＯに派兵される自衛隊に、「駆け付け警護」「宿営地の共同防護」などの新任務付与を強行し、２０日から第１１次隊の第１陣が現地に入っています。

　日本共産党の井上哲士参院議員は２２日の国会質問で防衛省作成の隊員家族説明会資料（２月）で追及。第１０次隊用資料では南スーダン北部に「反政府派支配地域」が存在し、支配地域との境界に「戦闘発生箇所」もあることを明記。反政府側の支配地域の存在は、「ＰＫＯ参加５原則」が崩れていることを自ら認めたものにほかなりません。

　ところが、新任務付与となった第１１次隊用資料で防衛省は「支配地域」がなくなり、「反政府派の活動が活発な地域」に差し替えていることが明らかになりました。現地情勢は２月より悪化しているのに、政府資料さえごまかし、「殺し、殺される」危険な状況に自衛隊員を追いやったことの責任は重大です。

朝日新聞／2016/11/23 6:00

社説　米ＴＰＰ離脱／複眼思考で対応を

　米国のトランプ次期大統領が、来年１月の就任初日に環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）からの離脱を表明する意向を改めて示した。
　大統領選の公約に掲げ、当選後は沈黙を守っていた。他の政策では現実路線に転じる姿勢を見せているだけに、翻意への期待も出始めていたが、それを否定した格好だ。
　トランプ氏は「米国第一」を再び強調し、ＴＰＰについて「我が国にとって災難になりうる」と指摘した。その上で、雇用や産業を国内に取り戻す観点から、「二国間の貿易協定を交渉していく」と語った。
　そこには、できるだけ多くの国が貿易や投資のネットワークを作り、お互いに利益を享受するという自由貿易のあるべき姿を目指す考えは乏しい。最大の経済大国が内向き姿勢を強め、世界全体に保護主義が広がることを強く憂える。
　通商国家として発展してきた日本は何をするべきか。
　まず、トランプ氏に再考を促す努力を続ける必要がある。
　ＴＰＰの規定を変えて米国抜きで発効させる案も取りざたされるが、安倍首相も「意味がない」と語った通り、意義は大きく損なわれる。各国が互いに譲歩を重ねて何とかまとめた利害のバランスも崩れてしまう。
　ただ、トランプ氏の翻意が見通せないのも事実だ。「複眼思考」でさまざまな交渉を同時に進め、自由化を追求する姿勢をしっかりと示すべきだ。
　ＴＰＰと同じメガＦＴＡ（自由貿易協定）で、アジアに軸足を置くのが東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）だ。交渉には、世界第２位の経済大国である中国と韓国、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）各国、インド、豪州、ニュージーランドが参加する。年内の合意は断念したが、日本が交渉加速を働きかけてほしい。
　日本と欧州連合（ＥＵ）の経済連携協定（ＥＰＡ）では、年内の大筋合意を目指して協議が続く。対立分野が残るが、納得できる接点を探ってほしい。
　１６０余の国・地域が加わる世界貿易機関（ＷＴＯ）の再構築も忘れてはならない。ドーハ・ラウンドが頓挫してから停滞が続くが、対象品目を限った自由化交渉が関心のある国々で続いている。太陽光パネルなど環境関連品目の関税を撤廃する協定は、日米中やＥＵを中心に年内の合意をめざしている。
　さまざまな交渉の成果を積み上げ、貿易自由化の恩恵を広げていく。それよりほかに保護主義を食い止める道はない。

社説　トランプ氏表明　「ＴＰＰ離脱」は誤った判断だ

読売新聞2016年11月23日 06時25分

　自由貿易の推進は、米国経済の成長にも欠かせない理念だ。それに背を向けた誤った判断と言わざるを得ない。

　トランプ次期米大統領が、来年１月２０日の就任初日に指示する政策を発表した。大統領選後初めて、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）から離脱する意向を表明した。

　トランプ氏は選挙中から、不利な貿易取引が米国の雇用を奪い、製造業を衰退させるなどとＴＰＰ反対論を展開してきた。

　今回も「米国にとって災難になる恐れがある」と強調した。

　ＴＰＰは関税の撤廃・削減のほか、知的財産の保護など広範にわたる世界最大規模の貿易・投資ルールだ。アジア太平洋の経済発展を促し、果実は米国にも及ぶ。

　トランプ氏はＴＰＰに代わり、２国間の貿易交渉に軸足を置く考えを示した。だが、多数国が参加する広域的な通商協定が実現した時ほどの効用は望めまい。

　米国の消費者に様々な恩恵をもたらすＴＰＰを離脱して国益にかなうのか。大いに疑問である。

　米国は、ＴＰＰ参加１２か国の国内総生産（ＧＤＰ）合計の約６０％を占める。米国抜きでは発効に必要な８５％に達しない。

　トランプ氏の方針を注視する参加各国は１９日の首脳会合で、発効に向けた国内手続きの推進を確認したばかりだ。

　安倍首相もトランプ氏の表明前の記者会見で「米国抜きでは意味がない」と語った。

　トランプ氏が方針を転換する可能性は残る。参加国は結束し、引き続き米国に対して粘り強くＴＰＰの意義を説くことが重要だ。

　同時に考えておくべきは、米国が離脱しても、残る１１か国が国内手続きを進めてＴＰＰの枠組みを維持する方策ではないか。

　トランプ氏は貿易以外では、シェールガスなどエネルギー分野の規制撤廃を挙げた。「数百万もの高賃金雇用」を創出するとしたが、具体的な道筋は見えない。

　選挙戦の看板政策だったメキシコ国境での「壁」建設や不法移民の強制送還について、今回は言及がなかった。実施の賛否を巡り、社会の亀裂がさらに深まるのをひとまず避けたかったのだろう。

　ただし、過激な主張を撤回したわけではない。国家安全保障担当の大統領補佐官、司法長官、中央情報局（ＣＩＡ）長官にはそろって保守強硬派を起用した。

　トランプ氏が「米国を再び偉大にする」と言うのであれば、現実路線への転換を進めることだ。

毎日新聞／2016/11/23 4:00

社説　激震トランプ／ＴＰＰ離脱明言／米国の利益にもならぬ

　トランプ次期米大統領が環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）から離脱すると明言した。来年１月２０日の就任日に参加国に通知するという。日米などが自由貿易圏を目指すＴＰＰの発効は絶望的になった。 
　保護主義が持論のトランプ氏は代わりに２国間の貿易協定に向けて交渉する意向を示した。「米国第一」を掲げ、自国利益を優先する構えだが、それでは貿易は停滞してしまう。米国の利益にもならない。 
　トランプ氏は大統領選でＴＰＰについて「米国の雇用が失われる」と批判してきた。今回は、２国間の貿易協定を通じて「雇用と産業を米国に取り戻す」と強調した。 
　ＴＰＰ交渉には１２カ国が参加し、新興国が連携して米国の自由化要求に対抗する場面もあった。トランプ氏は、２国間交渉なら、世界最大の経済力を背景に米国に有利な主張を通しやすいとみて、日本などに個別に自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結を求めてくる可能性がある。 
　通常の２国間の自由貿易協定は、互いに市場を開放して輸出を増やすなど両国に自由化効果を及ぼす。 
　だが、トランプ氏は大統領選で日本車をやり玉に挙げ、メキシコや中国の製品とともに高関税を課すと主張してきた。「米国第一」主義も踏まえると、一方的な市場開放要求を突きつけたり、保護主義的政策を盛り込んできたりする恐れがある。 
　２国間交渉で自国の産業を保護しようとしても、効果は乏しい。 
　１９８０～９０年代の日米自動車摩擦で米国は日本に市場開放や輸出規制を迫った。日本も応じたが、米自動車産業は衰退が続き、最大手のゼネラル・モーターズ（ＧＭ）などは破綻した。自力で競争力を回復させる機運が高まらなかったからだ。 
　ＴＰＰはアジア太平洋地域の貿易や投資で高水準の自由化を図るため、多国間で包括的なルールを定めるものだ。世界の経済規模の約４割を占める自由貿易圏が誕生すれば、参加国は成長の果実を分け合える。 
　米オバマ政権がＴＰＰを推進したのは、自由化で得られる国益の方が大きいと判断したためだ。得意分野の情報技術（ＩＴ）関連製品などの輸出を拡大し、米国の経済成長を加速する効果が見込める。 
　米国も含めたＴＰＰ参加１２カ国はペルーで開いた首脳会合で早期発効が重要との認識で一致した。安倍晋三首相は「米国抜きでは意味がない」と述べている。 
　日本は米国とＴＰＰを主導してきた。発効は厳しい情勢だが、参加国の結束を強め、トランプ氏に粘り強く再考を働きかけるべきだ。

日本経済新聞／2016/11/24 4:00

社説　国閉ざすより変化への対応支援を(米国からの警鐘)

　グローバル化やエリート層への激しい攻撃で注目を浴びたトランプ氏を、米国民が次期大統領として選択して２週間余り。衝撃はまださめやらず、米国の先行きには不安が拭えない。米国の進むべき道を問い、世界が選挙からどんな教訓を学ぶべきかも考えたい。
高関税は雇用減らす
　トランプ氏勝利の裏には様々な要因があり、単純には説明できない。だが、金融危機後の大不況や技術革新の波、グローバル競争の激化などによって暮らしの悪化を感じ、先行きに不安を覚える人たちから支持を集めたのは確かだ。
　「工場の海外移転を止め、輸入品を抑え、不法移民を追い返せば雇用は守られ、生活も良くなる」「環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）のような自由貿易協定（ＦＴＡ）を結べば米国の雇用は失われるだけだ」。トランプ氏が説くそんな経済ナショナリズムが、不満を抱えた人々に心地よく響いた。
　同氏は21日にＴＰＰからの離脱を明言したが、問題はそうした政策が本当に悩める中間層の助けになるかだ。むしろ逆ではないか。
　中国などからの輸入品に高関税をかければ一番困るのは庶民だ。日常品などが一気に値上がりするからだ。トランプ氏が攻撃する北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）から米国が撤退し、ＴＰＰもご破算となれば、米企業の輸出機会も減り、雇用は悪影響を受ける。
　高関税を脅しの武器にして対米貿易黒字国に輸入拡大を迫るのがトランプ氏の狙いとの見方もあるが、こうした管理貿易主義で米国の産業が強くなるとも思えない。
　米国の保護主義傾斜は世界だけでなく米国民にも損失なのは明らかであり、方針を転換すべきだ。
　トランプ氏が成長促進を重視するのは理解できる。米国経済は改善しているが、この流れを生産性向上で確実にすべきだ。先進国で最高レベルの法人税率引き下げや一定の規制緩和は経済活性化や生活水準の引き上げにつながる。
　このほか大型の所得減税やインフラ投資も掲げるが、懸念されるのは財政への悪影響である。進め方によっては望ましくない金利や物価の上昇を招き、庶民の暮らしを直撃しかねない。「トランプ減税」で最も恩恵を受けるのが富裕層であるのも気になる点だ。
　欠けているのは人々が大きな変化の波を乗り越えて暮らしていけるように下支えをする政策だ。中間層の雇用を脅かす主因は急激な技術革新・変化によって、必要な仕事や技能が変わってきていることだ。ＦＴＡや中国からの競争圧力で悪影響を受けた人もいるが、それは問題の根幹ではない。
　「次世代コンピューターやロボットのあり方について投票するわけにいかないので、政治が決められるＦＴＡが安易なスケープゴートになった」。ＴＰＰ交渉責任者であるフロマン米通商代表部（ＵＳＴＲ）代表はこう嘆いた。
　簡単な答えはないが、需要が増える仕事に役立つ技能や知識を高められるように教育や職業訓練への支援を強化することが不可欠だ。給付付き税額控除などによって働く意欲がある低所得層を支えることも求められる。
機会の均等を確実に
　トランプ氏が批判するオバマ政権下の医療保険制度改革は誰でも保険に入れるようにし、転職時の不安を和らげる効果もある。安易な改廃は中間層に打撃になる。
　反自由貿易や反移民などを掲げ、その道を進めば雇用や所得は伸びるとの幻想をふりまく政治の潮流は欧州などでも見られる。
　来年は仏大統領選挙など重要な選挙が重なる。トランプ氏当選は反グローバル化を掲げる政党の追い風になるかもしれない。だが内向きの政策では問題は解けず、人々の不満はむしろ高まるだろう。
　日本もグローバルな貿易や人の動きが鈍れば経済や雇用にマイナスになる。正規社員と非正規社員の賃金格差などが問題になっているが、「トランプ流」の内向きな政策は課題の解決にはならない。
　経済構造や技術の急激な変化、高齢化の進展など先進国はチャンスと試練の両方に直面している。
　こうした変化からうまれる新たな需要や課題に即したイノべーションを促して成長力を高める。変化から取り残された人々の自助能力を高め、教育などの機会均等を確実にする。そうした政策に注力することで、中間層の厚みを増していくのが王道ではないか。

毎日新聞／2016/11/24 4:00

社説　鶴保沖縄担当相／資金も言動も問題多い

　また不透明な政治資金の問題が明らかになった。鶴保庸介沖縄・北方担当相の政治資金パーティーに際し、ＮＰＯ法人の副代表が上限を超えるパーティー券を自分以外の名義で購入したという一件だ。鶴保氏は「返金した」というが、それで一件落着というわけにはいかない。 
　問題は、観光振興を目的とするＮＰＯの副代表が２０１３年、鶴保氏の資金管理団体が開いた政治資金パーティーの券を、知人らの名義を使って２００万円分購入したというものだ。政治資金規正法は１回のパーティーで同一の者が購入する上限を１５０万円と定め、名義を偽装したパーティー券の収受も禁じている。 
　鶴保氏は購入の経緯を「知らなかった」と国会で答弁しているが、副代表は取材に対し「鶴保氏の秘書から何度も頼まれ２００万円払うことになった」と語っている。仮に双方が示し合わせて名義を振り分けたとすれば悪質な違法行為である。 
　もう一つの疑問は、副代表がパーティー券購入から５日後に当時、副国土交通相として観光庁を担当していた鶴保氏に副国交相室で面会したと証言している点だ。 
　このＮＰＯはその後、観光庁の補助事業の対象に選ばれている。鶴保氏は「私や事務所が口利きをしたことは一切ない」と述べているが、利害関係者からパーティー券を購入してもらったうえで省内で面会すること自体が適切とはいえない。国交省は面会に同席した職員からきちんと聞き取り調査をすべきだ。 
　鶴保氏のパーティーでは、脱税事件で有罪判決が確定した会社社長が自社の役員名義で１００万円分購入していたことも判明している。これも返金したというが、「他人名義」が当たり前のようになっていたのではないかとの疑問が残る。 
　鶴保氏は、沖縄県の米軍北部訓練場工事に反対する市民らに対して大阪府警の機動隊員が「土人」と呼んだことについて「『土人である』と言うことが差別であると断じることは到底できない」との答弁を繰り返している。まったく理解できない発言で、野党や沖縄県の翁長雄志知事らが批判するのは当然だ。 
　１０月には選挙の結果と沖縄振興策が「リンクしている」と語った。選挙で自民党が勝てば政府の沖縄振興予算が増えると受け取れる発言で、その後、鶴保氏は釈明に追われた。 
　政治資金問題といい、一連の発言といい、閣僚としての資質に大きな疑問があるにもかかわらず、菅義偉官房長官は鶴保氏から改めて説明を聞く考えはないという。与党の圧倒的多数をバックに乗り切れると楽観しているのだとすれば、やはり安倍政権のおごりと言うほかない。
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